
お問合せ先︓

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業⽬的

■実施期間

■事業形態

4. 

環境国際協⼒・インフラ戦略推進費

活⽤事例

請負事業・拠出⾦

○環境インフラの海外展開等の促進
・環境インフラ海外展開プラットフォームを活⽤した官⺠連携
・途上国・新興国に対する制度構築からファイナンスまでのパッケージ⽀援
・環境インフラ技術セミナー・ビジネスマッチングイベントなど「ジャパン
環境ウィーク」の開催

○⽇中韓三カ国環境⼤⾂会合（TEMM）及びTEMMプロジェクトの推進
・地域及び地球規模の環境問題に関する⽇中韓協⼒の強化

○グローバルサウス諸国との連携の構築・強化等
・包括的な環境協⼒覚書の活動の実施、政策対話の開催

○都市変⾰による気候⾏動推進
都市の変⾰による気候⾏動の推進のため、世界有数の国際研究機関である国

際応⽤システム分析研究所(IIASA)と、気候変動に関する都市の役割等につい
て共同研究を⾏う。

① 持続可能な開発⽬標(SDGs)の実施のため、具体的な技術協⼒等を進めるとともに、⼆国間、⽇中韓、ASEAN等の枠組み
を活⽤し、途上国の環境問題解決と我が国の外交の戦略的推進に貢献する。

② インフラシステム海外展開戦略2030に基づき、官⺠連携体制を構築するとともに、環境インフラ海外展開を促進する。

我が国のこれまでの経験と技術を活かし、途上国・新興国の環境改善とともに、環境インフラの海外展開を⽀援。

【令和９年度要求額 448百万円（483百万円）】

事例1︓⽇本・インドネシア環境ウィーク

事例2︓第26回⽇中韓三カ国環境⼤⾂会合（TEMM26）

⺠間事業者・団体
平成１０年度〜

環境省 地球環境局 国際地球温暖化対策推進課 電話︓03-5521-8248
国際連携担当参事官室

■請負先等

令和８年５⽉にインドネシ
ア環境省とともに「第⼆回
⽇本・インドネシア環境
ウィーク」をインドネシ
ア・ジャカルタで開催。対
⾯で７５０⼈が参加し、約
３０の企業が展⽰を⾏った。

令和7年9⽉にTEMM26を
開催。⽇中韓三カ国の環境
⼤⾂が対⾯で議論し、新た
な⾏動計画の優先分野とし
てプラスチック汚染を明確
に位置付けた共同⾏動計画
（2026-2030）及び会合
の結果を取りまとめた共同
コミュニケを採択。


